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第 3 章第 1 節 中華人民共和国（People’s Republic of China） 

社会保障施策 

 

（参考）1 元＝17.04 円 (2021 年期中平均）  

 

14 億人を超える人口を抱える中国の社会保障施策は、少子高齢化に直面し、新たな局面

を迎えている。2021 年、いわゆる「三人っ子政策」が導入されるとともに､出産・育児に

対する政策支援を強化する方針が明記された。また、一部の都市では介護保険制度が試行

的に実施されており、制度枠組みの構築に向けた模索が続けられている。高齢化に伴う医

療・年金関係給付の増加や、「共同富裕」の理念の下での所得再分配機能の強化等が主要

な課題となっている。 

 

１ 概要 

（１）主な経緯 

中国の社会保障制度は、1951 年に｢労働保険条例｣が制定され、都市部において、政府機

関や国有企業等の従業員に対する年金給付、医療給付等が制度化されたことに起源を有す

る｡また、農村部においては人民公社等の生産団体毎の集団内における互助制度の形で社

会保障が整備されてきた。その後、改革開放政策の導入や経済発展に応じて制度は改正さ

れてきたが、基本的には、都市戸籍と農村戸籍という戸籍による区分、公務員、企業従業

員、農民といった職業による区分を基本として制度化が進められてきた｡ 

制度化に当たっては、年金、医療、失業、労災、出産の保険制度ごとに条例等に基づい

て実施されてきたが、2010 年 10 月に中国の社会保険各制度の基本法となる「社会保険

法」が成立・公布された（2011 年７月１日施行）。同法では、社会保険の規範化、国民の

権益保護、発展の成果を共に享受すること等の基本原則を述べた上で、上述の５つの社会

保険について加入対象、加入手続、保険料負担、保険待遇等を規定するほか、社会保険基

金の管理方法、政府による監督、罰則等について規定している1。社会保険法の制定によ

り、法律上は全国的に制度がカバーされたものの、同法第３条では「社会保障制度は広く

普及させ、基本を保障し、多層的な構造、持続可能という方針を堅持する」と規定されて

おり、戸籍や職業（従業員、自営業者、農民等）による区分は概ね維持されている。 

中国は、広大な国土と膨大な人口を抱えており、また、地域の経済水準や都市部で生活

                                                   
1 外国人に対する社会保険適用については、社会保険法第 97 条において、「中国において就業する外国

人は、本法律の規定を参照し、社会保険に加入する。」と規定されている。日本政府は、2018 年５月に

日中社会保障協定を締結し（2019 年９月 1 日発効）、相手国に派遣される駐在員は、実際の滞在期間に

応じて両国の年金制度の適用が調整されることとなった（派遣から５年以内：派遣元国の年金制度にのみ

強制加入、派遣から５年を超えた場合：原則派遣先国の年金制度にのみ強制加入）。 
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する者の経済水準には大きな差があることから2、国民生活の状況は一様ではなく、社会保

障制度も多層的に構築されている｡各種の社会保障施策は、中央政府が定める政策の下、

地方政府が自己裁量で制度詳細を設計していることから、制度間・地域間の格差は大き

く、都市部における経済水準の高い層と比べ、農村部や社会的弱者層(老人、障害者、失業

者、無･低収入者、出稼ぎ者、農民等)に対する保障は十分ではない。そのため、中国政府

は、制度対象者の拡大や給付水準の引き上げ等に取り組んでいる。2021 年３月の全国人民

代表大会で承認された「第 14 次五カ年計画・2035 年ビジョン目標」においては、2035

年までに「共同富裕」3の実質的進展を得るとの目標が掲げられており、社会保障制度にお

いても、所得再分配のための各種施策が一層講じられていくと見込まれている。 

 

（２）人口構造・人口分布の変化 

2021 年末の全国人口は 14 億 1,260 万人であり、前年末より 48 万人増加した。なお、

中国政府は、中国の総人口は当面 14 億人以上で推移するとの見方を示している。2021 年

の出生数は 1,062 万人（前年は 1,200 万人）、合計特殊出生率は 1.30（2020 年）まで低

下した一方、65 歳以上人口は２億人超で、総人口の 14.2％（前年は 13.5％）を占めてい

る4。中国が高齢化社会に突入したのは 1999 年であるが、いわゆる「一人っ子政策」の効

果も相まって、高齢化が急速に進展している。また、都市人口が増加傾向にあり、総人口

の 63.89％を占め、36.11％が農村に居住する。 

 

２ 社会保険制度 

都市部では主に労働者を対象にして、年金、医療、失業、労災、出産の各分野において

社会保険制度がある一方、介護保険制度は、一部都市における試行実施を除き、整備され

ていない。加入者数は、医療保険を筆頭にここ数年増加している。また、農民工5（農業以

外に従事する農村戸籍者。都市への出稼ぎが多いが、都市に常住する者も増加）等に対す

る行政区をまたぐポータビリティの確保や、フレキシブルワーカー6への社会保険の適用徹

底が課題となっており、政府は関連制度の整備・適用促進を行っている。 

  

                                                   
2 国家統計局の発表によれば、中国のジニ係数は 0.468(2020 年)であり、都市部と農村部の一人当たり可

処分所得比は 2.56（2020 年）である。 
3 共同富裕については、2021 年 12 月に開催された中央経済工作会議において、「中国の社会主義制度の

下では、社会の生産力を不断に解放・発展させ、社会の富を不断に創造・蓄積し、二極化を防止する。共

同富裕の目標の実現には、まず全国人民が共に奮闘してパイを大きくし、その後、合理的な制度の配置を

通じてパイをうまく配分する。これは長い歴史的過程であり、この目標に向かって着実に邁進すべき」と

の方針が明示された。 
4 中国国務院新聞弁公室記者会見（2022 年１月 21 日）における国家統計局説明。 
5 2020 年末時点における農民工は２億 8,560 万人。 
6 弁護士、歌手、モデルを始めとした個人事業主、家族経営事業従事者、季節労働者等幅広い就業者を指

す用語。最近では、インターネットプラットフォームを介して働くような雇用類似就業者が増加してお

り、注目されている。 
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表 3-1-1 社会保険制度（2020 年末時点） 

 基本年金 

（養老） 

医療 失業 労災 出産 

加入者 9 億 9,865 万人 13 億 6,100 万人 2 億 1,689 万人 2 億 6,763 万人 2 億 3,546 万人 

基金収入 4 兆 9,229 億元 2 兆 4,639 億元 952 億元 486 億元 （データ不明） 

基金支出 5 兆 4,656 億元 2 兆 949 億元 2,103 億元 820 億元 903 億元 

基金積立金 5 兆 8,075 億元 3 兆 1,373 億元 3,354 億元 1,449 億元 （データ不明） 

保険料率 
定額納付 

（地方が決定） 

6% 
2% 

1% 
0.2% 

平均 0.5% 

－ 

0.8% 

－ 

（注）保険料率は毎月の賃金に占める比率。また、上段は事業主負担、下段は企業従業員負担の料率。 

 

表 3-1-2 都市・農村住民基本養老保険（2020 年） 

 都市・農村住民基本養老保険 

加入者 5 億 4,244 万人 

基金収入 4,944 億元 

基金支出 3,391 億元 

基金積立金 9,837 億元 

 

（１）年金制度 

イ 制度の類型 

公的年金制度には、都市従業員基本養老保険、都市・農村住民基本養老保険、公務員

年金があり、また、都市従業員基本養老保険の補完するものとして企業年金を設立する

ことが可能である｡都市部の従業員の加入は進んでいるものの、地域経済の状況によっ

て給付額に大きな差があること等が課題となっている。 

 

ロ 都市従業員基本養老保険制度 

都市の企業の従業員に対する老後所得保障については、個人口座(積立方式)と基金

（賦課方式）の二本立ての仕組みとなっている。加入者数は、4 億 5,621 万人（うち在

職者 3 億 2,859 万人(前年比 1,681 万人増)、退職者 1 億 2,762 万人(前年比 452 万人増）

である(2020 年末))。基本的仕組みは表 3-1-3 のとおり。 
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表 3-1-3 都市従業員基本養老保険制度 

名称 都市従業員基本養老保険制度 

根拠法 社会保険法(2010 年） 

国務院「従業員基本養老保険制度の整備に関する決定」（2005

年） 

制度体系 基金（企業と政府補助、賦課方式）と個人口座（積立方式）の組

み合わせの２階建て方式 

個人口座（積み立て） 

 
 
 
 
 
 

基金（企業と政府補助） 

運営主体 各省・自治区・直轄市(原則) 

被保険者資格 被用者（国有企業、集団企業、株式会社、外資企業、私営企業、

個人商店等） 

年金受給要件 支給開始年齢 退職年齢（男性 60 歳、管理職女性 55 歳、一般女性 50 歳） 

最低加入期間 15 年以上加入（制度開始から就業した者） 

その他 10 年以上加入（制度開始前から就業していた者。納付期間に応じ

て減額給付） 

給付水準 １階部分 

[退職時の地域の前年の平均賃金＋加入期間の平均賃金]÷２×加入

期間×１％ 

 

２階部分 

 個人口座の残高を給付推定年数（※）で除した額 

（※退職時の地域の平均寿命と本人の退職年齢、利息などを元に

算定） 

（※１・２階併せて全国平均月一人当たり約 3350 元（2020

年）） 

繰上（早期）支給制度 - 

年金受給中の就労 - 

財源 保険料 企業：賃金×20％(すべて１階部分（基金）へ拠出) 

従業員：賃金×８％(すべて２階部分（個人口座）へ拠出) 

政府負担 中央・地方政府の補助金総額は 7400 億元（基金へ拠出し、基金収

入の 4％） 

その他の給付

（障害、遺族

等） 

遺族給付 葬儀補助金・救済金（被保険者が死亡した場合） 

一時金（被保険者が病気・障害により労働能力を喪失した場合） 

実績 加入者数 4 億 5621 万人(2020 年末時点) 

受給者数 1 億 2762 万人（2020 年末時点） 

支給総額 5 兆 1301 億元(2020 年）  



 

 

5 

基金運用状況 2020 年の基金収入 4 兆 4,376 億元（前年比 8,543 億元減） 

2020 年の基金支出 5 兆 1,301 億元（前年比 2,073 億元増） 

2020 年末基金累計残高 4 兆 8317 億元（前年比 6,307 元減） 

 

ハ 都市・農村住民基本養老保険制度 

2009 年から農村戸籍の非就業者に対して新型農村社会養老保険を、2011 年から都市

戸籍の非就業者に対して都市住民養老保険の試行的な実施を開始し、2012 年末までに養

老保険の全国民へのカバーを実現するという目標に向けて取り組んできた。この取組み

は一定の成果を上げてきたものの、農民工や転籍による無保険の問題を解消するため、

2014 年２月国務院から「統一した都市・農村住民基本養老保険制度の構築に関する意

見」が出され、従来別々であった両保険を統合して「都市・農村住民基本養老保険制

度」とすることとされた。2015 年から順次、地方政府において統一制度として運営が開

始され、2015 年末には統合が完了した。基本的仕組みは表 3-1-4 のとおり。 

表 3-1-4 都市・農村住民基本養老保険制度 

名称 都市・農村住民基本養老保険制度（任意加入） 

根拠法 社会保険法 

国務院「都市住民養老保険の試行に関する指導意見」(2011 年） 

国務院「新型農村社会養老保険の試行に関する指導意見」（2009

年） 

国務院「統一した都市・農村住民基本養老保険制度の構築に関する

意見」（2014） 

制度体系 基金（政府補助）と個人口座（個人の保険料と地方政府（コミュニ

ティなどの集団的補助を含む）の補助）の積立金の組み合わせの２

階建て方式 

  個人口座（積立金部分） 

 
 
 
 
 
 

基金（政府補助） 

運営主体 各省・自治区・直轄市・県(原則) 

被保険者資格 都市部の 16 歳以上（除く学生）の住民(都市又は農村戸籍)の非就

業者 

年金受給要件 支給開始年齢 男女ともに 60 歳 

最低加入期間 15 年以上加入 

その他 これまでの都市住民養老保険制度又は新型農村社会養老保険制度開

始時に既に 60 歳以上に達している者は、納付せずとも基金部分を

受給することができる。また、制度開始時に 45 歳から 60 歳未満

の者は、不足分の保険料を納付すれば、受給することができる。 
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給付水準 基金部分から 93 元(地方の状況に応じて上乗せ可能)に加え、個人

口座の積立金を 139 で除した金額（全国平均約 170 元/月（2020

年）） 

繰上（早期）支給制度 - 

年金受給中の就労 - 

財源 保険料（積立金

部分） 

年間 100 元から 1,000 元まで 100 元毎、1,500 元、2,000 元の計

12 段階の定額保険料（※地方の状況に応じて詳細な段階設定が可

能。また、地方政府は、1 人当たり年間 30 元以上補助し、500 元

以上保険料を納付した者に対しては年間 60 元以上補助する） 

政府負担（基金

部分） 

政府の補助金（中西部地区には中央政府が全額補助、その他は中央

と地方政府との折半） 

その他の給付

（障害、遺族

等） 

遺族への積立金

の継承 

被保険者が死亡した場合には、個人口座（地方政府の補助を除く）

の積立金を遺産継承に関する法律に基づき継承する。 

実績 加入者数 5 億 4,244 万人(2020 年末時点) 

受給者数 1 億 6,068 万人（2020 年末時点） 

支給総額 3,355 億元（2020 年） 

基金運用状況 2020 年の基金収入 4,853 億元（前年比 756 億元増） 

2020 年の基金支出 3,355 億元（前年比 241 億元増） 

2020 年末基金累計残高 9,759 億元（前年比 1509 億元増） 

 

ニ 公務員年金 

公務員（政府機関や共産党組織、公務員法を適用する関係機関（単位））の老後所得

保障については、1955 年に公布された「国家公務員の退職を処理する暫定方法」等によ

り公務員年金として開始した。この制度では、財源は全て政府拠出により賄い、給付額

は退職前の職務給と職能給の合計を計算基数として、一定比例の年金（例えば、勤続年

数が 35 年以上は 88％、30 年以上 35 年未満は 82％、20 年以上 30 年未満は 75％）が

給付されたため、都市従業員基本養老保険や都市・農村住民基本養老保険と比べ、個人

負担がなく、給付額も手厚い等問題が指摘されていた。 

こうした問題を解決するため、2015 年 1 月、国務院は「官庁・政府系事業組織の養

老保険制度改革に関する決定」を公布し、都市従業員基本養老保険制度と同様の仕組み

（各機関は賃金の 20％、個人は賃金の 8％を保険料として納付し、最低加入期間は 15

年以上等）とする新たな公務員年金制度が開始された7。 

 

ホ 企業年金制度 

都市企業従業員に対する年金の第二の柱として、企業の人材確保や労働意欲の向上を

目的として、企業と個人の共同納付による個人口座方式の企業補充年金制度が推進され

                                                   
7 今回の改革は、公務員年金と都市従業員基本養老保険の統合ではなく納付・給付方法の同一化であっ

て、各機関から拠出された基金（積立金）は別々に管理されている。また、公務員年金に上乗せするため

の職業年金（各機関は賃金の 8％、個人は賃金の 4％を保険料として納付）も設けることとなっており、

公務員への優遇は解消されていない。 
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いる。2018 年 2 月に施行された「企業年金弁法」では、企業による保険料納付額は毎

年当該企業の従業員給与総額の 8％以下、企業と従業員による保険料納付合計額は同給

与総額の 12％以下とされるとともに、経営損失等の当期において継続的に納付できない

場合において納付を中止するときは従業員側と協議することのほか、従業員の転職時に

は個人口座について転職先企業年金等へ移管すること等を定めている。加入者数は、

10.5 万社、2,718 万人(2020 年)で、公的年金に比べると加入者数は少なく、加入数拡大

も遅い。 

また、中国政府は、商業年金保険（個人年金）を第三の柱として推進しており、2022

年政府活動報告では、「引き続き養老保険の第三の柱としての個人商業養老保険を規範

的に発展させる」とされている。 

 

ヘ 年金を中心とした社会保険の適用徹底 

改革開放後、労働市場の流動性が高まり、戸籍地ではない土地で就業するのも一般的

となったが、農民工に対する年金保険の適用は必ずしも進まなかった。この原因には、

農民工は１年以内に就業地を変更するような者も多い中で、戸籍地以外における養老年

金保険の加入・移転手続きに困難が伴うこと、収入の低い農民工及び農民工を使用する

事業所は都市従業員基本養老保険の現在の高い保険料（事業所 20％、従業員個人 8％）

を支払うことが難しいことが指摘されている。 

政府は、2010 年に社会保険法を成立させる等法整備を進めるとともに、さらに農民工

や転籍による無保険の問題の解消を図るため、2014 年２月、「統一した都市・農村住民

基本養老保険制度の構築に関する意見」を公布し、従来の都市住民養老保険と新型農村

社会養老保険について制度名、基準、管理サービス及び情報システムを統一した「都

市・農村住民基本養老保険」を構築することとし、地方政府において統一制度として運

営が開始された。 

また、2014 年、人力資源社会保障部と財政部は共同で「都市・農村養老保険との接続

に関する暫定方法」を施行した。これは、都市従業員基本養老保険と都市・農村住民基

本養老保険との間の接続に関する問題を解決し、都市・農村の被保険者、特に農民工の

権益を保障することを目的としている。 

こうした取組み等により、2020 年末時点で、都市従業員基本養老保険に 4 億 5,621

万人、都市・農村住民基本養老保険に 5 億 4,244 万人が加入し、合計で 9 億 9,865 万人

をカバーする年金制度となっている。 

第 14 次５カ年計画では、基本養老保険の加入率を主要指標の一つとされ、2020 年現

在 91%であり、2025 年までに 95%に高めるとした。また、同計画では、基本養老保険

の全国統合的取扱いを実現し、ギグワーカー等のフレキシブルワーカーの加入条件を緩

和し、社会保険の法定対象者の全員適用を実現するとした。さらに、「社保転移接続」

の推進、全国統一的サービスの充実等、行政区をまたぐポータビリティに関する課題解
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消に取り組むとされた。 

 

ト 年金の支給開始年齢、法定退職年齢の引き上げ 

年金の支給開始年齢については、法定退職年齢と一致させており，民間企業の場合、

男性が 60 歳、女性は幹部職員が 55 歳、その他の女性労働者が 50 歳である。支給開始

年齢の引上げについては、長年議論が継続されており、第 14 次５カ年計画（2021 年－

2025 年）においては、法定退職年齢について、４つの原則（①少しずつ調整、②弾力的

実施、③分類して実施、統一的に計画し各方面に配慮）に従い、段階的に実施するとさ

れた。 

 

（２）医療保険制度等 

イ 制度の類型 

都市企業従業員及びその退職者に対する都市従業員基本医療保険制度、都市及び農村

の住民（非就業者）に対する都市・農村住民基本医療保険制度、公務員に対する公務員

医療補助制度8があり、医療保険制度への加入率は 95％を超えている。また、困窮者に

対する社会保険以外の対応として特定困窮者医療扶助制度がある。 

 

ロ 都市従業員基本医療保険制度 

都市企業従業員に対する年金保険と同様(２(1)ロ)の目的で設けられ、個人口座(個人積

立)と基金(社会保険方式)の二本立てとなっている｡また、加入者数は、在職者及び退職

者合計で 1999 年末は 2,100 万人であったがその後急増し、2020 年末には 3 億 4,423 万

人(うち在職者 2 億 5,398 万人、退職者 9,025 万人)となっている｡基本的仕組みは表 3-1-

5 のとおり。 

表 3-1-5 都市従業員基本医療保険制度 

概要 都市企業従業員を対象にした医療保険制度で、個人口座(個人積立)と基金

(社会保険方式)の２本立て。 

名称 都市従業員基本医療保険制度（強制加入） 

根拠法 社会保険法 

国務院「都市従業員基本医療保険制度の決定」（1998 年） 

運営主体 直轄市、市（原則） 

被保険者資格 企業(公的機関、集団企業、株式会社、外資企業、私営企業、個人商店、

自営業者等)に勤務する都市従業員。 

※被扶養者は対象外。 

※退職者も対象 

                                                   
8 従来の公費医療制度の水準を維持するため、基本医療保険制度に加入の上、年 1 度上乗せ給付する｡ 
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給付対象 医薬品購入費用、入院費用、外来費用 

※院内生活費、救急車移送を含む移送費(救急車も原則即時支払いを要す

る)、付添看護費、医療以外の病院内設備利用費、食費等は給付対象外｡ 

※一定額までは免責制をとっている（ただし個人口座からの負担は可

能）。また、給付上限額があり上限額以上は全額自己負担。 

給付の種類 個人口座分]  

①外来費用、②薬局における医薬品購入費用、③入院費用の免責額以下の

費用は、個人口座から全額支払い対象。（※個人口座の残高が不足した場

合、別途、全額本人負担。ただし、病院での支払いの際に個人口座から支

払うか、手持ちの現金で支払うかは自由） 

 

[基本医療保険基金] 

①入院費用(急診に係る入院前７日分の外来費用を含む)、②特殊疾病通院

費用（ガンの放射線治療・化学療法、腎臓透析、腎臓移植後の投薬治療）

が対象 

 

基金からの給付対象額は、免責額(各地域の平均年間賃金の 10％程度)以上

給付限度額(各地域の平均年間賃金の４倍程度)以下の費用。  

 

本人負担割合等 受診病院のレベル（大病院ほど自己負担割合が高い）、医療費の額（高額

になるほど自己負担割合が低い）、在職者・退職者の別（退職者の方が自

己負担割合が低い）によって異なる。 

※地域によっても異なる 

財源 保険料 企業：賃金×６％(基金への拠出とその額の 30％前後（※）を各従業員の

個人口座に拠出)（※地区ごとに設定。北京市の場合、10％） 

従業員：賃金×２％(個人口座へ拠出)  

※退職者は、保険料負担は無く、企業が負担。 

政府負担 - 

実績 加入者数 3 億 4423 万人（うち、在職者 2 億 5398 万人、退職者 9025 万人）

（2020 年末時点） 

支払総額 都市従業員基本医療保険基金からの給付支払総額 12834 億元（2020 年時

点） 

 

（イ）指定病院制度 

医療保険給付の対象となる病院及び薬局は政府が指定しており、指定病院・薬局以

外でサービスを受けた場合は保険の対象外である｡被保険者は指定病院の中から、３

～５か所の病院を選択･登録する。社区衛生サービスステーションやかかりつけ医を
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選択し、次に、専門病院、総合病院、中医(漢方医)病院を選択する9｡中国では大規模

病院への患者の集中が課題となっており、医療費の自己負担率は、小規模病院ほど低

く設定され、小規模病院の利用へ誘導されている。 

 

（ロ）高額医療互助保険制度 

高額医療互助保険制度は、基本医療保険が給付対象としていない部分を補うために

別途設けられている制度で、計画・管理運営は市が行っている｡近年、本制度を実施

する地域が増加している｡ここでは北京市の例を紹介する｡ 

財  源：企業は賃金の４％以内、従業員と退職者は月３元を負担。不足時は、市

が補填。 

適用対象：基本医療保険に加入している者 

 

（ハ）北京市の例 

北京市における、基本医療保険及び高額医療互助保険の給付内容は表 3-1-6 のとお

り。 

表 3-1-6 北京市の都市従業員医療保険の例 

都
市
従
業
員 

外
来 

加入者別 免責基準 給付上限額 自己負担率 
 

本市社

区の医

療機関 

その他

指定病

院 

 

在職者 1800 元 2 万元 10% 30% 
 

退職者 70 歳未満 1300 元 15% 
 

70 歳以上 10% 
 

入
院 

加入者別 免責基準 自己負担率 

医療費の段階 一級病

院 

二級病

院 

三級病

院 

在職者 当該年度の第

一回目入院

1300 元、第二

回目及びそれ

以後は毎回

650 元 

～1300 元 100% 100% 100% 

1300 元～3 万元 10% 13% 15% 

3 万元～4 万元 5% 8% 10% 

4 万元～支払（※

1）10 万元 

3% 3% 5% 

支払（※1）10 万

元～50 万元 

15%（※2） 

50 万元～ 100% 100% 100% 

退職者 ～1300 元 100% 100% 100% 

                                                   
9 なお、北京市等においては、市政府が指定した大規模総合病院では指定無く受診しても給付可能となっ

ている｡ 
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1300 元～3 万元 3% 3.9% 4.5% 

3 万元～4 万元 1.5% 2.4% 3% 

4 万元～支払（※

1）10 万元 

0.9% 0.9% 1.5% 

支払（※1）10 万

元～50 万元 

10%（※2） 

50 万元～ 100% 100% 100% 

※１ 「支払」とは医療保険基金からの支払額のことをさす。 

※２ 灰色部分は高額医療互助保険から給付（それ以外は基本医療保険から給付） 

 

ハ 都市・農村住民基本医療保険制度 

従来は、都市の非就業者（高齢者、障害者、学生等）を対象とした都市住民基本医療

保険制度と農村の非就業者を対象とした新型農村合作医療制度があったが、2016 年に国

務院より「都市部と農村部の住民基本医療保険制度の統合に関する意見」が出され、両

制度は統合された。2020 年末の加入者数は 10 億 1,677 万人となっている。基本的仕組

み及び北京市の例は表 3-1-7 及び 3-1-8 のとおり。 

表 3-1-7 都市・農村住民基本医療保険 

概要 都市住民基本医療保険と新型農村合作医療この二つの制度を統合し、統一した制

度を構築する。 

名称 都市・農村住民基本医療保険（任意加入） 

根拠法 社会保険法 

国務院「都市・農村住民基本医療保険制度の統合に関する意見」（2016 年） 

運営主体 市 

被保険者資格 都市従業員以外の都市・農村住民全てが対象 

給付対象 基本的に入院費用（地方の状況に応じて外来費用も給付可能。） 

※免責制、給付上限額があることは都市従業員基本医療保険制度と同様 

給付の種類 地域毎に定めるが、対象となる入院費の給付率を 75％程度とすることとされて

いる。 

※給付率は全体的に都市従業員基本医療保険制度より低水準 

本人負担割合等 受診病院のレベル（大病院ほど自己負担割合が高い）、医療費の額（高額になる

ほど自己負担割合が低い）によって異なることは都市従業員基本医療保険制度と

同様だが、自己負担割合は同制度より高い。 

※地域によっても異なる 

※都市従業員基本医療保険制度と異なり、個人口座は無い 

財源 保険料 対象額の属性ごとに一定額（地方政府が規定） 

※都市従業員基本医療保険制度と異なり、高齢者も負担する必要がある 

政府負担 地方政府が住民 1 人あたり一定額を補助（中西部地区に対しては中央政府も一定

額を補助） 

実績 

  

加入者数 10 億 1677 万人（2020 年末時点） 

資金運用 

  

収入：保険料収入 9014.01 億元（2020 年時点） 

支出：基本医療保険基金からの保険給付総額は 8115.27 億元（2020 年時点） 
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表 3-1-8 北京市の都市農村住民基本医療保険制度の例 

分類 免責基準 給付上限額 自己負担割合 

一級病院

及び基礎

医療機関 

二級病院 三級病院 一級病

院及び

基礎医

療機関 

二級病

院 

三級病

院 

外来 100 元 550 元 4500 元 55% 50% 

入

院 

学生児童 150 元 400 元 650 元 25 万元 20% 22% 22～
25% 学生児童以外 300 元 800 元 1300 元 

※北京市は外来も対象となっているが、他の都市では外来は対象外（後述の大病医療保険でのみ対

象）となっている例も多い。 

 

（イ）指定病院制度 

都市従業員基本医療保険制度と同様にある。自己負担割合による小規模病院への誘

導も実施されている。 

 

（ロ）大病医療保険制度 

高額な医療費の自己負担に対する追加給付を目的として、2012 年以降順次導入が進

み、全国で導入された。制度設計は地方政府が行うものの、給付等の運営は地方政府

と契約した民間の保険会社が行う｡財源は都市・農村住民基本医療保険の積立金から

拠出される。北京市の例は以下の通り。 

表 3-1-9 北京市の大病医療保険の例 

自己負担の年間累計額 給付率 

基準額（※）～５万元以下 50％ 

５万元超～ 60％ 

※北京市の農村住民の前年度可処分所得 

 

ニ 特定困窮者医療扶助制度 

最低生活保障制度対象者や収入が低く基本医療保険制度に加入できない者は、医療費

保障を受けられず、都市困窮層における深刻な問題となっている｡こうした状況を受

け、一部の地域では、困窮者に対して、社会保険以外の対応として、医療扶助制度を整

備している10｡ 

医療扶助制度の対象は、都市と農村の住民最低生活保障家庭と五保11家庭及びその他

の経済的に困難な家庭である。救助の対象になる具体的な基準は、現地の経済条件、医

                                                   
10 北京市では、2016 年に、一定の条件を満たした生活困窮者に対して、自費医療費 4 万元～6 万元の場

合 1 万元、自費医療費 6 万元～8 万元の場合 2 万元、自費医療費 8 万元～12 万元の場合 3 万元、自費医

療費 12 万元～16 万元の場合 4 万元、自費医療費 16 万元以上の場合 5 万元の一時金を給付した｡ 
11 五保とは、労働能力のない人、収入がない人、扶養者がいない又は扶養者が扶養能力を備えていない

人、障害者、未成年のこと。 
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療救助基金の状況、困難な家庭の負担能力及び医療におけるニーズ等の要素に基づい

て、地方の民政部門と財政部門の共同で制定される。対象となる者に対し、都市・農村

住民基本医療保険の加入を援助し、負担できない医療費用を補助する。当制度は主とし

て入院患者に対して補助を行う。なお、2020 年の基本医療保険に加入する者で医療扶助

を受給した延べ人数は 7837.2 万人である。 

 

ホ 公費医療制度 

2004 年の伝染病防治法改正において、農村部を中心とする医療保障制度の遅れが感染

症流行につながっていることを受け、貧困による生活困難者に対して伝染病治療（結

核・エイズ等）に係る公費助成（医療費用の減免等）を行う旨規定された。 

 

ヘ 制度間・地域間格差是正の動き 

中国の医療保険制度は、加入率は 95％を超える一方で、制度間・地域間で保険給付の

対象や給付水準に格差を抱えている。また、制度は各地方政府が運用しているため、従

来、保険加入登録地ではない他省で受診した場合、保険給付の対象外とされていた。中

国政府はこうした課題の改善に取り組んでおり、2022 年政府活動報告においては、保険

加入登録地ではない他省での医療保険即時適用方法の改善、基本医療保険の省級統一管

理の推進、全国での基本医療保険適用医薬品目の基本的統一等の方針が掲げられた。 

 

（３）出産保険12 

女性従業員の保護、女性の多い企業の負担の軽減、計画出産政策の推進を主な目的とし

て、女性従業員に対する出産休暇・休業手当及び出産に係る医療保障を内容とするもので

ある13｡ 

1988 年から試行され、1994 年から全国で実施され、 2020 年末の加入者は 2 億 3,546

万人(前年比 2,129 万人増)である。 

 

管理運営：原則として、直轄市、市 

財  源：企業が給与総額の一定の比率で出産保険基金に納付。給与の 0.6％～1％（北

京市：0.8％）の間で、各地方政府が決定。なお、従業員個人負担はない。 

適用対象：都市企業等に就業する女性従業員であって、計画出産政策に適合している者

を対象とするものであり（専業主婦は多くないが、これに対し適用する地方

もある）、都市企業以外において就業している女性従業員や無就業の女性に

                                                   
12 1951 年当初の「労働保険条例」では、出産に伴う費用は企業別に管理・負担するものと規定。1994

年の「企業従業員出産保険試行弁法」により社会保険制度に変更された。2019 年、中央政府は生育保険

の管理・運営及び財政は従業員基本医療保険と統合的に行われることを決定したが、保険制度としては存

続している。 

13 妊娠中に先天異常であることが判明した際に妊娠を中止させるといった目的もあるとされている。 
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は適用されない。 

給付内容：医療保障と休業補償の２本柱で、医療保障は検査費、出産費、手術費、入院

費、薬代等が含まれる。休業補償は、産前産後 90 日間で、直近の平均月給

をほぼ全額補償。 

 

３ 医療提供体制 

（１）医療提供体制  

中国の医療機関は、病床数や医療従事者数、機能等により三等級別に分類・管理されて

おり、医療水準は三級病院が最も高い。1,000 人当たり病床数は 6.46 床（2020 年）と日

本の約２分の 1 である｡医療資源は都市部への集中がみられ、都市部の基幹病院では高水

準の医療機器を有し、例えば移植治療や生殖治療をはじめ高度医療を相当数実施している

病院もある一方で、農村部の衛生院や診療所は機器、薬剤、医師の質ともに低水準となっ

ている｡中国政府は、三級病院等の上級病院への患者集中をコントロールするため、上級

病院では難病及び重病の治療に集中し、一般的な疾病の診断や治療の患者は下級病院に誘

導する「分級診療」を推進しており、各地で、都市部における医療機関の協業モデル（医

療連合体）や農村部における医療機関の協業モデル（医療服務共同体）、遠隔医療サービ

スモデル等の取り組みが行われている。 

なお、2020 年末までで、全国の医療衛生機関数は、102 万 2,922 カ所となっており、そ

のうち、病院は 35,394 カ所、末端医療機関（社区衛生サービスセンターや衛生院、衛生

室等）は 97 万 36 カ所、専門的公衆衛生機関は 14,492 カ所となっている。また、病院の

うち、公立病院は 11,870 カ所、民営病院は 23,524 カ所、レベル別14では、三級病院

2,996 カ所（そのうち最上位の三級甲等病院 1,580 カ所）、二級病院 10,404 カ所、一級病

院 12,252 カ所、レベルの定められない病院 9,742 カ所となっている。 

 

（２）医療従事者 

医師数は約 408.6 万人（人口 1,000 人当たり 2.90 人）｡この中には、西洋医学の医師だ

けではなく、中医、中西医結合医等も含まれる｡中国の医師は、大学医学部卒業者（医

師）だけではなく、中学･高校卒業後一定期間の研修･実務を経た後、医師になった者(医

士。主に農村部における診療や病院内における医療補助業務を行う)も多く、医学水準の引

上げが必要となっている｡ 

看護師は約 470.9 万人（人口 1000 人当たり 3.34 人）、薬剤師は約 49.7 万人となって

おり（2020 年）、医師以外の医療従事者の人材育成も大きな課題となっている。 

                                                   
14 病院は、規模や役割によって 1 級～3 級に分類される。各居住地域に設置されている社区衛生服務中心

は 1 級病院で、日常の診療のほか地域住民の健診や予防接種等も行う地域密着型の病院である。２級病院

は主に市内各区を対象に総合的に診療を行う中規模病院で、3 級病院は市全体を対象として高度な診療を

行う大規模病院である。 
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４ 社会福祉施策 

（１）社会福祉一般 

従来の社会福祉施策は、｢三無人員｣(法定扶養者がいない又は扶養能力のある法定扶養者

がおらず、労働能力がなく、生活能力がない者)、災害被災者、退役軍人･傷痍軍人等への

支援を中心に実施されてきたが、近年、少子高齢化の進展等に伴い、出産・育児支援や高

齢者の生活支援が課題となっており、地域社会における福祉サービスの提供が重視されて

いる。 

福祉サービスの財源は、政府の財政投入とともに、社会各界からの寄付、｢福祉宝くじ｣

の売上収入(1,444.9 億元（2020 年）等である。また、｢三無人員｣等の生活困窮者は別にし

て、福祉サービスは基本的には受益者負担が原則となっており、政府の施策は、地域(社

区)におけるサービス供給者の整備･支援等に重点が置かれている｡しかしながら、その整備

水準は地域格差が大きい。 

 

（２）計画出産政策、出産・育児支援策 

急激な人口増を背景に 1979 年に導入されたいわゆる「一人っ子政策」は、人口構成の

不均衡を是正するために順次緩和された。2013 年から夫婦のどちらか一方が一人っ子であ

れば二人目の子どもが出産可能となり、2016 年から全ての夫婦が二人目の子どもを出産可

能となり、更に 2021 年８月の「人口・計画生育法」の改正により、三人目の子どもの出

産が可能となるとともに、「社会扶養費」という名目の罰金を含む出産制限措置が完全に

廃止された。また、同改正において「国は、財政、税収、保険、教育、住宅、就業等の措

置を通して家庭の出産、育児、教育負担を軽減する」と規定され、出産・育児に対する支

援措置を強化する方針が明記された。地方政府による施策は、現金給付や保育サービスの

拡充よりも就業における合法的権益の保障に関するものが先行しており､2021 年、多くの

地方政府が出産休暇の日数拡大や育児休暇の新設等に取り組んだ。 

 

（３）高齢者福祉 

イ 現状 

2021 年末の中国の 65 歳以上、60 歳以上の人口はそれぞれ総人口の 14.2％（２億 56

万人）、18.9％（２億 6,736 万）であり、今後も高齢化が急速に進行し、2035 年頃には

65 歳以上の高齢化率が 20％を超えると予測されている。中国の高齢化には、①高齢化

になる人口規模が大きい、②高齢化の速度が速い、③後期高齢者の割合が増えていると

いう３つの特徴がある。一方で世帯員の就業や一人っ子政策による子の減少等により、

現実的に家庭内扶養･生活支援が困難になる事例が増加しており、生活に困難を来す高

齢者に対する介護支援、生活支援や医療保障等の問題が顕在化してきている。 
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ロ 施策の方向性 

高齢化の進行を踏まえ、中低所得者層を中心にニーズが普遍化する中で、介護サービ

スの質・量の充実とアクセスの拡大が必要になっており、高齢化社会に対応した制度整

備や社会資本の形成が急がれる。中国政府は、「9073」（高齢者のうち 90％が在宅、

７％が地域、３％が施設でそれぞれ介護を受けるというモデル）という方針を掲げてお

り、在宅サービスの推進、「医養結合」（医療・介護連携）の推進、高齢者医療・リハ

ビリサービスの発展等に取り組んでいる。 

国務院は、2022 年２月に「第 14 次五カ年計画高齢者事業発展・養老サービスシステ

ム計画」を公表した。同計画では、2025 年までの主要目標（養老サービス施設のベッド

数を 900 万床以上、身寄りがない高齢者等への一ヶ月当たりの訪問率 100％、新たに建

設する市街地、住宅地における高齢者サービス施設の設置率 100％）を示すとともに、

重点的に取り組む事項として、社会保障の整備とボトムアップ型高齢者サービスの強固

なネットワークの構築、包括的な高齢者サービスの適用範囲の拡大、自宅と社区（コミ

ュニティー）の高齢者サービス能力の強化、高齢者の健康支援システムの改善、シルバ

ー経済の発展等を盛り込んだ。 

介護保険制度については、全国的な制度は導入されておらず、2012 年に青島市等の一

部都市が独自に制度を導入した後、中央政府は、2016 年に青島市を含む全国 15 都市を

パイロット事業の実施都市に選定し、2020 年に更に 14 都市を追加選定して制度枠組み

の構築に向けた試行を実施している。なお、各都市は、財源、対象者、給付基準、給付

内容について、それぞれ定めている。2016 年当初、介護保険制度の全国導入は 2020 年

までを目標としていたが、2021 年３月の「第 14 次五カ年計画・2035 年ビジョン目

標」においては、2025 年までに長期介護保険制度の着実な建設を進めるとされた。 

 

（４）障害者福祉 

イ 現状 

障害者は 2010 年末 8,502 万人と推計（10 年ごとに推計）されており、労災事故や交

通事故による身体障害者が増加する傾向にある｡1988 年に中国障害者連合会が設立さ

れ、政府の委託を受け、障害者の代表機関として、障害者の権益保護のための活動を実

施している。1991 年に「障害者保障法」が施行され、障害者の権利、政府の責務、各政

府及び社会において実施すべき対策(リハビリテーション、教育、就業対策、文化生活、

福祉、環境等)等の障害者対策の全般にわたる基本的事項･対策指針が定められた。ま

た、2008 年 4 月には、障害者の差別禁止条項の充実、教育における特別支援の実施、

雇用の促進等を強化する同法の改正案が全国人民代表大会で成立し、同年 7 月から施行

された。同改正により、国は全ての障害者に対して、リハビリテーション、教育、労

働・就業、文化的生活、バリアフリー環境、社会保障等を権利として保障することが明

記された。また、2017 年に「障害の予防・障害者のリハビリテーション条例」が公布さ
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れ、障害の予防と軽減、社会参加を促すための国の責務が示された。 

 

ロ 施策の方向性等 

障害者に特化した所得保障制度はなく、健常者と同様に、各制度の要件に合致する者

(都市部住民が中心)に対してのみ各制度の一般的な給付が行われるほか、企業に対する

税制優遇等を通じた就業参加(福祉工場等の障害者用の就業の場の確保)が促進されるに

留まっている｡就業促進以外の施策としては、リハビリテーション等の提供体制の整備

及び障害者教育等が行われている｡ 

障害者に対するリハビリテーションや医療等については、医療機関や地域（社区）の

リハビリセンターが中心となって整備を進めているが、財政負担が十分ではなく寄付等

に拠っていることから、供給が不足している｡また、一部の障害者は、社会福利院等に

入居しているが、これらの施設は障害者に特化した施設ではなく、困窮者向けの収容施

設であり、数も少ない｡一方で、これらのサービスを受けるためには、医療保険や労災

保険の加入者や就業先の費用負担を受けられる一部の者を除き、受益者負担となってい

る｡このためサービスを享受できない障害者も多い｡2022 年政府活動報告においては、

「障害の予防とリハビリのサービス向上を図る」とされている。 

2007 年に公布された「障害者就労条例」に基づき、障害者の就労支援の枠組みとし

て、政府設立の福祉企業や盲人按摩機構等への就業、障害者雇用率に基づく就業等が取

り組まれている。 

 

（５）児童福祉 

孤児や貧困地域の農村部等から都市に流入した浮浪児等をはじめとする困窮児童に対す

る対策が中心であり、児童手当等一般児童向けの統一的な施策はない。困窮児童に対する

対策は、児童福利院等の入所施設への収容が中心となっている(2020 年末の入所児童数は

5.9 万人)｡また、孤児等は養子縁組によって扶養される者も多く、2020 年では 1.1 万件に

上っている。 

 

５ 公的扶助制度 

（１）都市住民最低生活保障制度 

生活困難者に給付を行う最低生活保障制度が、1993 年頃より一部地域で導入が進めら

れ、1997 年以降、全国的に整備が進められている｡また、各地の最低生活保障制度をでき

る限り統一的に運営するため、1999 年に｢都市住民最低生活保障条例｣が公布され、全市及

び全県にて実施されることになった。基本的に各地方政府の財政予算でまかない、中央及

び省政府からも資金が投入されている(2020 年の財政投入資金 537.3 億元)｡2020 年末の受

給者は 805.1 万人で、受給者数は 2009 年をピーク（2345.6 万人）に減少しており、特に

2016 年以降（1,701 万人）の減少が顕著である。 
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対 象 者：収入(各家庭成員 1 人当たり平均収入、現金収入及び現物収入を含む)が最低生

活保障基準未満の都市住民。最低生活保障基準は各地の生活状況や財政状況等

を勘案して、各地方政府が定めることとされているが、概ね各地平均賃金の 20

～30％である。 

管理運営：各市及び県(受給対象者の居住地かつ戸籍所在地政府が実施)  

給付内容：地方政府の認定の際、資産状況も調査され、最低生活保障基準から収入額を控

除した額が給付される。2020 年の実支給額は全国平均月 677.6 元（前年比

8.6％増）である。給付額に必要経費等は勘案されず、仮に医療や高等教育等の

支出を要したとしても給付額には反映されない。 

 

（２）農村最低生活保障制度 

1994 年頃から農村部でも最低生活保障制度が導入された。2003 年以後、中央政府の政

策強化により、農村最低生活保障制度は飛躍的に発展しており、2007 年末には全省で確立

した。2020 年末の受給者は、約 3620.8 万人、2020 年の農村最低保障平均は 5962.3 元/

年、財政支出は 1426.3 億元となっている。 

 

（３）包括的な制度体系 

都市住民最低生活保障条例の制定以降、中国政府は公的扶助制度を充実させるため、医

療、衛生、廉価住宅、法律扶助などの様々な分野で様々な規則や条例を制定してきた。

2014 年には「社会扶助暫定弁法」を制定し、これにより、都市と農村の最低生活保障制度

が同じ枠組みに入るとともに、基本生活扶助を基本とし、医療扶助、教育扶助、住宅扶

助、就労扶助、災害扶助、臨時扶助等を含む包括的な制度体系が成立した。 

公的扶助に関し、中国政府は「応保尽保」（できる限り支援を必要とする者全てを保

障・救済の対象にする）との方針を掲げているが、最低生活保障制度の保障水準は現地住

民の基本生活に必需の衣食住費用に基づき設定されているため、保障水準が低いとの指摘

もある。2022 年政府活動報告では、「民生の最低ラインの保障と生活困窮層の救済を強

化」するとされている。なお、地域格差が大きい中国では、全国統一的な基準設定が難し

いためにナショナル・ミニマムは存在せず、支援措置の具体的な内容は地方政府が定めて

いる。 

 

６ 「健康中国」に向けた取り組み 

2016 年 8 月、習近平国家主席以下、幹部も出席のもと、全国衛生・健康大会が開催さ

れた。衛生・健康に関する会議に国家主席が出席するのは 21 世紀において初めての出来

事である。習近平国家主席からは、「全面的な健康がなければ『小康社会』も語れない」

との発言があった。2016 年 10 月、健康分野における初の中長期的な国家計画である「健

康中国 2030 計画綱要」が公表され、2030 年までに主要な健康指標を高所国水準に達成す
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る等の目標が設定された。2019 年７月、国務院は「健康中国実施行動計画」を発表し、

「計画綱要」の目標を達成するために必要な取り組みを具体化し、３大主要任務（（健康

に影響する諸要因への全面的介入、健康なライフサイクルの維持、重大疾病の防止）で計

15 項目の特別対策が定められた。 

2021 年３月の「第 14 次五カ年計画・2035 年ビジョン目標」においては、健康中国の

建設を全面的に推進するとし、感染症対策の強化を中心とする公衆衛生体系の強化、医薬

衛生体制改革の深化、医療保険制度の健全化、中医薬の伝承・革新の推進などに取り組む

とされた。 

表 3-1-10 「健康中国 2030 計画綱要」に盛り込まれた主な指標 
 

2015 2020 2030 

平均寿命（歳） 76.34 77.3 79.0 

乳児死亡率（‰）  8.1 7.5 5.0 

5 歳以下死亡率（‰） 10.7 9.5 6.0 

妊産婦死亡率（1/10 万） 20.1 18.0 12.0 

スポーツ運動常時参加者数（億

人）  

3.6 4.35 5.3 

重大な慢性病の早期死亡率

（%） 

19.1（2013 年） 2015 年と比べ

10%を減少 

2015 年と比べ

30%を減少 

医師（助手）数（千人あたり人

数） 

2.2 2.5 3.0 

都市の空気の質が「優良」な日

の割合（%） 

76.7 80 超 持続的に改善 

健康サービス業総規模（兆元）  － ８超 16 超 

 

（資料出所） 

 ●「健康中国 2030 計画綱要」 

  http://www.gov.cn/xinwen/2016-10/25/content_5124174.htm 
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